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招集ご通知
証券コード：6929
平成30年３月12日

株主各位
鳥取県鳥取市広岡176番地17

代表取締役社長　谷口　真一

第43期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第43期定時株主総会を下記のとおり開催致しますので、ご出席下さいますようご通知申し上
げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
平成30年３月28日（水曜日）午後３時までに到着するようご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬具
記

１．日時　　　平成30年３月29日（木曜日）午前10時　受付開始時刻　午前9時
２．場所　　　鳥取県鳥取市尚徳町101番地５
　　　　　　　とりぎん文化会館（鳥取県民文化会館）　第２会議室
　　　　　　　（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項　報告事項　　１．第43期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）事業報告の内容、
連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類
監査結果報告の件

　　　　　　　　　　　　　２．第43期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）計算書類の内容
報告の件

　　　　　　　決議事項　　第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
　　　　　　　　　　　　　第２号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
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４．招集にあたっての決定事項
　当社は、株主総会招集通知書とその添付書類並びに株主総会参考書類をインターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、本招集通知には、以下
の事項は掲載しておりません。従いまして、本招集通知の添付書類は、監査等委員会が監査報告の作成
に際して監査をした事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに会計監査人が会計監査報告の作成に際
して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。
　・連結計算書類における連結注記表
　・計算書類における個別注記表

以上

●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願い申し上げます。
●開会時刻間際には会場受付が混雑することが予想されますので、お早めのご来場をお願い申し上げます。
●株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社

ウェブサイトに掲載させていただきます。

当社ウェブサイト　　　http://www.nicera.co.jp/
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株主総会参考書類
第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名は任期満了とな
ります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名の選任をお願いするものであ
ります。なお、本議案については、監査等委員会からすべての取締役候補者について適任である旨の意
見を得ています。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者は、次のとおりであります。

候補者番号

１ 谷
た に

口
ぐ ち

　真
し ん

一
い ち

（昭和48年２月26日生）

再任 所有する当社株式の数
444,025株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

平成８年７月　当社入社
平成14年３月　当社取締役
平成14年４月　当社執行役員兼務（現任）
平成15年１月　上海日セラセンサ有限公司総経理
平成18年３月　当社専務取締役
平成21年３月　当社代表取締役（現任）
平成23年４月　当社統括総務部担当兼務（現任）
平成24年２月　当社経営企画室担当兼務（現任）
平成26年２月　当社代表取締役社長（現任）

選任の理由
　谷口真一氏は、製造、開発、営業、海外駐在等、全社にわたる分野で豊富な経験を有し、平成
21年からは当社代表取締役としてリーダーシップを発揮し、当社グループの経営を牽引、事業の
発展に尽力してまいりました。その豊富な経験と見識は、今後の持続的な企業価値向上のために
必要であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

（他の重要な兼職の状況）
　谷口興産有限会社　代表取締役社長

　日セラ興産株式会社　代表取締役社長

　昆山日セラ電子器材有限公司　董事長
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候補者番号

２ 広
ひ ろ

富
と み

　一
か ず

隆
た か

（昭和32年４月24日生）

再任 所有する当社株式の数
5,567株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

昭和61年８月　当社入社
平成12年１月　当社モジュール製造本部役員代行、モジュール製造本部長兼務
平成13年３月　当社取締役
平成14年４月　当社執行役員兼務（現任）
平成22年３月　当社常務取締役（現任）
平成25年３月　当社赤外線センサ事業部、開発事業部担当
平成28年１月　当社電子部品品質保証部担当（現任）
平成29年１月　当社センサ応用企画部担当（現任）

選任の理由
　広富一隆氏は、新規事業の立ち上げの業務に携わり、当社の事業拡大及び発展に貢献してまい
りました。その豊富な経験と見識は、今後の持続的な企業価値向上のために必要であると判断し、
引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者番号

３ 藤
ふ じ

原
わ ら

　英
え い

機
き

（昭和36年11月18日生）

再任 所有する当社株式の数
1,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

平成４年６月　当社入社
平成12年４月　当社モジュール事業部技術グループ部長
平成19年４月　当社モジュール事業部担当執行役員
平成28年３月　当社取締役（現任）、当社執行役員兼務（現任）
平成29年１月　当社モジュール事業部、赤外線センサ事業部、MEMS研究部、
　　　　　　　 MI統括営業部担当（現任）

選任の理由
　藤原英機氏は、研究開発を経て、モジュール事業部の責任者を務め、売上と利益の拡大に貢献
してまいりました。その豊富な経験と見識は、今後の持続的な企業価値向上のために必要である
と判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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（注）各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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候補者番号

４ 川
か わ

﨑
さ き

　晴
は る

子
こ

（昭和39年11月８日生）

再任 所有する当社株式の数
449,925株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

昭和62年４月　株式会社山陰合同銀行入行
平成25年３月　当社取締役（現任）
平成26年１月　株式会社山陰合同銀行退行

選任の理由
　川﨑晴子氏は、金融機関に長年在籍していたことから、事務及び会計に関する相当程度の知見
を有しています。その豊富な経験と見識は、今後の持続的な企業価値向上のために必要であると
判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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第２号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、監査等委員である取締役４名は任期満了となります。つきまして
は、監査等委員である取締役４名の選任をお願いするものであります。なお、本議案につきましては、
監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者番号

１ 市
い ち

川
か わ

　和
か ず

人
ひ と

（昭和38年12月25日生）

再任 所有する当社株式の数
70株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

昭和62年３月　当社入社
平成24年６月　当社センサ事業部資材部長
平成26年12月　当社超音波センサ事業部製造部長
平成27年12月　当社超音波センサ事業部改善推進部長
平成28年３月　当社取締役（常勤監査等委員）（現任）

選任の理由
　市川和人氏は、当社のものづくりや業務改善に関する豊富な経験を有しており、その知識や経
験を当社業務執行状況の監督等に十分な役割を果たしていただけると判断したことから、引き続
き監査等委員である取締役候補者といたしました。
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候補者番号

２ 田
た

村
む ら

　康
や す

明
あ き

（昭和９年１月16日生）

再任

社外  独立役員

所有する当社株式の数
―株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

昭和48年５月　田村康明法律事務所開設（現任）
昭和63年４月　鳥取県弁護士会会長、日本弁護士会理事
平成24年４月　日本弁護士連合会選挙管理委員（現任）
平成25年３月　当社監査役
平成26年３月　当社取締役
平成28年３月　当社取締役（監査等委員）（現任）

社外取締役在任年数　４年（うち監査等委員である取締役としての在任期間　２年）

選任の理由
　田村康明氏は、長年弁護士をされており、法律の専門家としての幅広い知識・経験等を当社の
取締役会における意思決定の適正性を確保することに活かしていただきたいと判断したことか
ら、引き続き監査等委員である社外取締役候補者といたしました。
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候補者番号

３ 瀬
せ

古
こ

　智
と も

昭
あ き

（昭和46年２月15日生）

再任

社外  独立役員

所有する当社株式の数
―株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

平成４年10月　監査法人トーマツ入所
平成18年４月　鳥取ひまわり基金法律事務所
　　　　　　　（現：鳥取あおぞら法律事務所）入所（現任）
平成26年３月　当社監査役
平成28年３月　当社取締役（監査等委員）（現任）

社外取締役在任年数　２年（監査等委員である取締役としての在任期間）

選任の理由
　瀬古智昭氏は、公認会計士・弁護士として会計及び法律に精通されており、その専門的な知識・
経験等を当社の取締役会における意思決定の適正性を確保することに活かしていただきたいと判
断したことから、引き続き社外取締役候補者といたしました。
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（注）１．各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
　　 ２．田村康明氏、瀬古智昭氏及び池原浩一氏は、社外取締役候補者であります。
　　 ３．田村康明氏、瀬古智昭氏及び池原浩一氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。
　　 ４．当社は、市川和人氏、田村康明氏、瀬古智昭氏及び池原浩一氏との間で会社法第427条第1項に基づ

く責任限定契約を締結しており、各氏が監査等委員である取締役に就任した場合、同契約を継続する
予定です。

以上

株
主
総
会
参
考
書
類

候補者番号

４ 池
い け

原
は ら

　浩
こ う

一
い ち

（昭和53年１月５日生）

再任

社外  独立役員

所有する当社株式の数
―株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

平成13年10月　新日本監査法人
　　　　　　　（現：新日本有限責任監査法人）入所
平成17年５月　公認会計士登録
平成23年１月　池原公認会計士事務所開業（現任）
平成23年３月　税理士登録
平成27年３月　当社監査役
平成28年３月　当社取締役（監査等委員）（現任）

社外取締役在任年数　２年（監査等委員である取締役としての在任期間）

選任の理由
　池原浩一氏は、公認会計士として会計事務に精通され、会計財務面から会計業務を判断できる
能力を有しており、専門的な知識・経験等を当社の取締役会における意思決定の適正を確保する
ことに活かしていただきたいと判断したことから、引き続き社外取締役候補者といたしました。

（他の重要な兼職の状況）
　地方独立行政法人
　鳥取県産業技術センター　監事
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事業報告（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）

Ⅰ企業集団の現況に関する事項

１．事業の経過及びその成果
　当連結会計年度の世界経済は、米国をはじめとして、欧州アジアなど各国地域も緩やかに拡大あ
るいは安定していることから、一部地政学的なリスクが高まってはいるものの全体として好調に推
移しました。国内においては個人消費の伸び悩みや、金融緩和の効果が疑問視されてはいますが、
好調な世界経済にけん引されていることや雇用環境の改善の影響などもあり安定的に推移しており
ます。

　この様な状況の中で当社グループでは、

　　　　　イ．自動車業界向け、セキュリティー関連製品向けセンサの出荷売上が増加しました。
　　　　　ロ．照明関係、フェライト関連製品が顧客の在庫調整や生産調整により売上が減少しま

した。
　　　　　ハ．継続的な製造原価低減活動及び、不採算事業の整理統合などにより原価率が改善し

ました。

　この様な活動と受注状況の結果、売上高は19,765百万円（前年同期比1.2％増）となりました。
利益面におきましては、営業利益は売上高の増加と原価低減活動などによる売上原価の減少に伴い
3,301百万円（前年同期比20.4％増）となりました。経常利益は、受取利息や為替差損により3,430
百万円（前年同期比9.2％増）となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は投資有価証券売
却益の計上などにより2,401百万円（前年同期比14.0％増）となりました。

２．資金の調達及び設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施致しました当社グループの設備投資の総額は811百万円となりま
した。所要資金は自己資金によっております。
　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。
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３．財産及び損益の状況の推移

区　　分
第40期

（平成26年12月期）
　

第41期
（平成27年12月期）

第42期
（平成28年12月期）

第43期
（平成29年12月期）
（当連結会計年度）

売上高（百万円） 20,634 20,173 19,525 19,765

営業利益（百万円） 1,887 1,813 2,741 3,301

経常利益（百万円） 2,577 2,571 3,140 3,430

親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円）

1,632 1,724 2,106 2,401

1株当たり当期純利益（円） 70.22 74.77 88.32 90.37

総資産（百万円） 58,479 56,771 55,315 57,253

純資産（百万円） 46,167 44,473 48,245 52,792

1株当たり純資産額（円） 1,880.89 1,860.69 1,819.18 1,865.05

（注）１．記載金額は、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を除き、単位未満を切捨てて表示
しております。

　　　２．１株当たり当期純利益は、自己株式控除後の期中平均発行済株式総数に基づいて算出しており
ます。また、１株当たり純資産額は、発行済株式総数から自己株式数を控除した株式数に基づ
いて算出しております。
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４．対処すべき課題
　経済活動が地球規模で行われることによって、天災人災を問わず一地域の出来事が世界全体に影
響を与えるようになっていることや、低成長経済の中ではますます低価格化が好まれることもあ
り、事業環境は極めて厳しい状況となっております。この様な状況の中で存続していくには、市場
が要求する新製品への取り組み及び用途の拡大に一層傾注し、より付加価値の高い製品の市場投入、
世界的シェアの維持拡大、継続的なコスト削減とリスク分散可能な生産体制の構築が必要であり、
また成長のためには当社コア事業とシナジー効果のある他社との事業・資本提携及び買収、或いは
新規事業分野への進出を加速化することも必要であると考えております。

①生産体制
　当社グループは、生産活動は顧客の要求を実現すると共に、当社グループへ利益をもたらす地域
で行うことを基本に考えており、従来から海外生産に積極的に取り組んで参りました。その結果、
現在の当社グループの生産の中心はフィリピン及び中国になっております。国内においては、これ
らの量産工場に移管する前の開発製品の生産体制の確立等を目指す工場を構築し、この工場を各量
産工場のマザー工場として、車載関連製品の生産及び品質管理、並びにグループ全体の生産体制を
強化しております。また、各量産工場については自動化の検討を含め更なる効率化を追求するため
継続的な改善活動を行っていきます。

②新製品の開発
　当社グループでは、市場での競争力を高めていくためにフェライト、セラミックの新材質の開発、
既存製品の改良新機種の開発、新製品の開発を常に続けており、そのために研究所及び事業部門の
中に技術部署を設けております。技術部署は市場に直結する主要製品部門毎に設置し、顧客ニーズ
を汲み取りながら新製品の開発、改良に取り組んでおります。また、センサ等の当社製品を組み込
んだモジュール品の開発を鋭意進め、市場に提供して参ります。研究所におきましては、現在の主
要製品とは別に今後当社の核となる製品の開発に取り組んでおりますが、専門性の高い人材を広く
確保する上で国内研究拠点の戦略的な配置を検討していきます。
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③営業体制
　当社営業部門において、製品ごとに専門性を有した営業担当者を振り分けることで、営業・技術
が一体となってお客様のグローバル化に伴うご要望に対応し、その満足度向上に資することで、収
益の拡大を図って参ります。

④経営管理体制
　当社グループでは、投下可能な資本を如何にしてリターンの高い事業分野に投下し、継続的な成
長を達成できるかが、企業価値の長期的な向上を図る上で重要な課題であると認識しております。
ついては経営指標の達成を目指すと共に、投下資本利益率、資本コスト及びキャッシュ・フローを
強く意識した経営管理を行っており、いわゆる企業価値経営を重視しております。
　株主の皆様には今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

５．主要な事業内容（平成29年12月31日現在）

　セラミックセンサ、フェライト、モジュール製品等の電子部品並びにその関連製品の研究開発	
及び製造販売を主たる事業として行っております。

６．主要な営業所及び工場等（平成29年12月31日現在）

①当社
　本社テクニカルセンタ　鳥取県鳥取市
　先進技術開発研究所　　鳥取県鳥取市
　南栄事業所　　　　　　鳥取県鳥取市
　安長事業所　　　　　　鳥取県鳥取市
　東京営業所　　　　　　東京都港区
　大阪営業所　　　　　　大阪市淀川区

②主要な子会社
　主要な営業拠点
　　NICERA HONG KONG LTD.� 香港　　　
　　NICERA AMERICA CORP.� アメリカ　
　主要な生産拠点
　　昆山日セラ電子器材有限公司� 中国　　　
　　NICERA PHILIPPINES INC.　　フィリピン

事
業
報
告
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７．重要な親会社及び子会社の状況（平成29年12月31日現在）

①親会社との関係
　該当事項はありません。

②子会社の状況

名称 資本金 当社の
議決権比率 主要な事業内容

NICERA EUROPEAN WORKS LTD. 1,466 千英ポンド 100％ 当社及び関係会社の製品の販売

昆山日セラ電子器材有限公司 499,822 千人民元 100　 電子部品並びに関連製品の製造販売

NICERA HONG KONG LTD. 150 千香港ドル 100　 当社及び関係会社の製品の販売

NICERA AMERICA CORP. 100 千米ドル 100　 当社及び関係会社の製品の販売

NICERA PHILIPPINES INC. 25,000 千比ペソ 100　 電子部品並びに関連製品の製造

上海日セラ磁性器材有限公司 134,026 千人民元 90　 電子部品並びに関連製品の製造販売

上海日セラセンサ有限公司 147,808 千人民元 55　 電子部品並びに関連製品の製造販売

昆山科尼電子器材有限公司 13,196 千人民元 75　 電子部品並びに関連製品の製造

(注) １．連結子会社は上記8社を含む10社であります。
　　 ２．上海日セラ磁性器材有限公司は平成27年６月に生産活動を停止し実質的に休眠状態であります。
　　 ３．昆山科尼電子器材有限公司に対する当社の議決権比率につきましては、上海日セラセンサ有限

公司による間接所有割合であります。
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８．使用人の状況（平成29年12月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

使用人数 前期末比増減数

1,378（2,062）名 107名減（5名増）

②当社の使用人の状況

（注）�使用人数は就業員数であり、契約社員、嘱託、パートタイマー、派遣社員及びアルバイトは（　）
内に年間の平均人員を外数で記載しております。

使用人数 前期末比増減数 平均年齢 平均勤続年数

246（39）名 4名増（5名減） 42.3歳 15.5年

（注）�使用人数は就業員数であり、契約社員、嘱託、パートタイマー、派遣社員及びアルバイトは（　）
内に年間の平均人員を外数で記載しております。

９．主要な借入先及び借入額
　該当事項はありません。

10．その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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Ⅱ会社の株式に関する事項

１．発行可能株式総数　　80,000,000株

２．発行済株式の総数　　27,218,988株
　　　　　　　　　　　（自己株式12,269株を除く）

３．株主数　　　　　　　　　　　6,086名
　　　　　　　　　　　　 （前期末比1,379名増加）

４．大株主

株主名 持株数 持株比率

谷口興産有限会社 3,783千株 13.90％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,200　　 8.08　

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,239　　 4.55　

JP MORGAN CHASE BANK 385632 1,200　　 4.41　

日セラ興産株式会社 1,113　　 4.09　

株式会社山陰合同銀行 1,084　　 3.98　

GOVERNMENT OF NORWAY 996　　 3.66　

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 554　　 2.04　

THE BANK OF NEW YORK 133524 551　　 2.02　

穐山　正紀 491　　 1.81　

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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Ⅲ新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

Ⅳ会社役員に関する事項

１．取締役に関する事項

氏名 地位 担当及び重要な兼職の状況

＊谷口　真一　 代表取締役
社長

統括総務部、経営企画室担当
谷口興産有限会社　代表取締役社長
日セラ興産株式会社　代表取締役社長
昆山日セラ電子器材有限公司　董事長

＊広富　一隆　 常務取締役 センサ応用企画部、電子部品品質保証部担当

＊谷田　明彦　 取締役 車載品質保証部、磁性材応用事業部担当
NICERA PHILIPPINES INC.　代表取締役

＊藤原　英機　 取締役 モジュール事業部、MEMS研究部、赤外線センサ事業部、
MI統括営業部担当

川﨑　晴子 取締役

市川　和人 取締役
（常勤監査等委員）

田村　康明 取締役
（監査等委員）

田村康明法律事務所　弁護士
日本弁護士連合会選挙管理委員

瀬古　智昭 取締役
（監査等委員） 鳥取あおぞら法律事務所　弁護士

池原　浩一 取締役
（監査等委員）

池原公認会計士事務所　所長
地方独立行政法人鳥取県産業技術センター　監事

事
業
報
告
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（注）１．＊印を付した取締役は、執行役員を兼務しております。なお、取締役兼務者以外の執行役員は、
次の５名です。

　　　　 藤原　佐和子、本城　圭、福井　孝志、徳吉　哲夫、近藤　純
　　 ２．取締役川﨑晴子氏は代表取締役社長の三親等内の親族であります。
　　 ３．取締役川﨑晴子氏は金融機関に長年在籍していたことから、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。
　　 ４．当社は、監査等委員会の監査・監督機能の強化や情報収集、その他監査の実効性を図るため、

監査等委員の市川和人氏を常勤監査等委員に選定しています。
　　 ５．取締役田村康明、瀬古智昭及び池原浩一の３氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であ

ります。
　　 ６．当社は取締役田村康明、瀬古智昭及び池原浩一の３氏を東京証券取引所の規則に定める独立役

員として指定し、同取引所に届け出ております。
　　 ７．取締役田村康明氏は長年弁護士をされており、法律の専門家としての幅広い知識・経験等を有

しております。
　　 ８．取締役瀬古智昭氏は公認会計士・弁護士として会計及び法律に精通しており、その専門的な知

識を有しております。
　　 ９．取締役池原浩一氏は、公認会計士として会計事務に精通し、会計財務面から会計業務を判断で

きる能力を有しております。

２．責任限定契約に関する事項
　当社は、定款に取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）の責任限定契約に関する規定を
設けております。
　当該規定に基づき当社が市川和人氏、田村康明氏、瀬古智昭氏、池原浩一氏の各氏との間で締結
した責任限定契約の内容の概要は、次のとおりであります。

　（責任限定契約の内容の概要）
　　�　会社法第423条第１項の賠償責任について、善意かつ重大な過失がない場合には、賠償責任

を法令が定める限度額までとする。
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３．当事業年度にかかる取締役の報酬等の総額

区　　分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の人数基本報酬 役員賞与 ストック・

オプション

監査等委員でない取締役
（うち社外取締役）

65
（－）

37
（－）

27
（－）

－
（－）

5名
（－名）

監査役委員である取締役
（うち社外取締役）

11
（4）

9
（3）

2
（0）

－
（－）

4名
（3名）

合計
（うち社外取締役）

76
（4）

46
（3）

30
（0）

－
（－）

9名
（3名）

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
　　 ２．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、平成28年３月25日開催の第41期

定時株主総会において年額160百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただ
いております。

　　 ３．監査等委員である取締役の報酬限度額は、平成28年３月25日開催の第41期定時株主総会にお
いて年額40百万円以内と決議いただいております。

　　 ４．役員賞与には当事業年度における役員賞与繰入額を記載しております。

事
業
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４．社外役員に関する事項
①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　　イ．監査等委員である取締役 田村康明氏は、田村康明法律事務所の弁護士であります。
　　　　なお、当社と同法律事務所との間には特別の利害関係はありません。
　　ロ．監査等委員である取締役 瀬古智昭氏は、鳥取あおぞら法律事務所の弁護士であります。
　　　　なお、当社と同法律事務所との間には特別の利害関係はありません。
　　ハ．監査等委員である取締役 池原浩一氏は、池原公認会計士事務所の所長であります。
　　　　なお、当社と同会計士事務所との間には特別の利害関係はありません。

②当事業年度における主な活動状況

氏名
取締役会
出席回数

監査等委員会
出席回数

主な活動状況

田村康明 12回／ 12回中 13回／ 13回中
法務に関する観点より適宜質問をし、必要
に応じて社外の立場から意見を述べており
ます。

瀬古智昭 12回／ 12回中 13回／ 13回中
法務及び会計に関する観点より適宜質問を
し、必要に応じて社外の立場から意見を述
べております。

池原浩一 12回／ 12回中 13回／ 13回中
会計に関する観点より適宜質問をし、必要
に応じて社外の立場から意見を述べており
ます。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、取締役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありま
した。
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Ⅴ会計監査人に関する事項

１．会計監査人の名称　　　　優成監査法人

２．責任限定契約に関する事項
　当社は、定款に会計監査人の責任限定契約に関する規定を設けております。
　当該規定に基づき、当社が会計監査人との間で締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおり
であります。

　（責任限定契約の内容の概要）
　会社法第423条第１項の賠償責任について、善意かつ重大な過失がない場合には、賠償責任
を法令が定める限度額までとする。

３．報酬等の額
支払額

当事業年度に係る報酬等の額 17百万円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 17百万円

（注）１ ．�‌当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に
係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　 　２ ．�当社の主要な連結子会社である昆山日セラ電子器材有限公司、NICERA PHILIPPINES INC.及び
上海日セラセンサ有限公司は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。
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４．監査等委員会が会計監査人の報酬等について同意をした理由
　当社監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、職務執行状況や報酬見積の算出根拠を検討
した結果、会計監査人の報酬につき、会社法第399条第１項及び同条第３項の同意を行っております。

５．非監査業務の内容
該当事項はありません。

６．解任又は不再任の決定の方針
　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査等委員全員の合意に基づき監査等委員会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等
委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解
任した旨と解任の理由を報告いたします。
　なお、監査等委員会は、会計監査人の継続監査年数等を勘案いたしまして、再任もしくは不再任
の決定を行います。
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Ⅵ会社の体制及び方針
１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他業務の適正を確保するための体制
　当社は、取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を決議し、業務を適正かつ効率
的に行うため、会社法及び金融商品取引法の財務報告に係る内部統制の有効性の評価に対応し、内
部統制の整備・強化を進めて参ります。

①取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　　イ．株主総会議事録、取締役会議事録、連絡会議事録、稟議書、印鑑申請書及び経理関係資料等

の重要資料は、法令及び社内文書管理規程に従い保存・管理し、必要となる関係者が閲覧で
きる体制とします。

　　　ロ．情報セキュリティポリシーに基づき、当社が保有する全ての情報資産の保護に努め、情報漏
洩リスクに対して対策を講じることにより、常に社会からの信頼を得られる体制とします。

　　　ハ．個人情報については、法令及び当社プライバシーポリシーに基づき、適法かつ公正な手段に
よって個人情報を取得し、個人情報の保護及び適正な管理方法について、日常業務における
個人情報の適正な取扱いを徹底管理します。

②損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　　イ．稟議規程、売掛金（与信管理）規程等のリスクに関する社内規程は、必要に応じリスク管理

の観点から見直します。
　　　ロ．投資リスクに関しましては、稟議規程に基づき投資部門が起案すると共に、管理部門、事業

関連部門が意思決定に参加しリスクの軽減を図ります。内部監査室、関係会社管理室におい
ては内部監査、関係会社の業務状況からリスクの洗い出し、また、その対策をまとめ社長へ
報告すると共に、各事業部門に対して解決への助言を行います。

　　　ハ．リスク管理規程により、当社及び関係会社グループにおいて、発生しうるリスクの発生防止
に係る管理体制の整備、並びに発生した場合の対応等について、的確な管理・運営を行います。
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　　③取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　　イ．執行役員制度を導入し取締役と執行役員の業務を極力分離し、取締役機能の強化、効率化を

図ります。
　　　ロ．取締役会では重要事項の決定、取締役の実行状況の監督を行うほか、各事業部門長は毎週事業

部門の業務進捗状況を取締役に報告、審議すると共に、毎朝行われる連絡会には取締役も参加
し日常の業務状況を確認します。また、必要に応じて随時経営会議を実施し、経営の全般的執
行についての方針並びに計画の立案、その他調査・検討・企画・管理・連絡・調整等を行います。

　　④取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　　イ．取締役会規程、経営会議規程、役員執務規程、職務権限規程、業務分掌規程等社内に定める

個別規程によって各業務の手順を定めることにより、使用人の職務の執行が法令、定款に適
合することを確保します。

　　　ロ．毎朝行われる連絡会に取締役を含む事業部門長が出席し、各事業部門の業務状況、問題点を
協議し全社に水平展開できる体制をとります。

　　　ハ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、重大な法令及び社内規程の違反
に関して発見した場合には、直ちに監査等委員会に報告するとともに、遅滞なく取締役会に
おいて報告します。

　　　ニ．専門家（公認会計士、税理士、弁護士等）に、業務の適法性につき相談し、その確保を図ります。
　　　ホ．内部監査室においては、適正性確保の観点より社内規程への適合状況及び業務執行状況を確

認します。
　　　ヘ．市民社会に脅威を及ぼす反社会的勢力に対しては、一切の取引関係を遮断し、当社反社会的

勢力排除方針に基づき、警察及び暴力追放を推進する外部機関と連携して、組織一丸となっ
て対応します。

　　⑤親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　　　イ．関係会社管理室は、関係会社管理規程に基づき、当社及び関係会社グループの業務の適正性

を確保するよう、関係会社での重要な投資案件については事前に当社の承認を受けてから行
う等により、各社を管理します。
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　　　ロ．会計監査人、監査等委員会、内部監査室及び経理部等関係者は、定期に打ち合わせることで
日頃から連携し、当社及び関係会社グループにおけるコンプライアンス体制、その他問題点
の把握を行います。

　　⑥監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項
　監査等委員会がその職務を補助する使用人の設置を求めた場合、監査等委員と取締役が協議し
使用人の設置を行います。監査等委員会を補助する使用人の人数、職位、他部署との兼務とする
かどうかは監査等委員と取締役が協議し決定します。

　　⑦監査等委員会を補助する使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関
する事項
　監査等委員会を補助する使用人の独立性を確保するため、当該使用人の人事考課、異動、懲戒、
解雇については監査等委員会の事前の同意を必要とします。

　　⑧監査等委員会の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査等委員会を補助する使用人が監査等委員から指示を受けた場合は、その指示に基づき実行
し、直接監査等委員会に報告するものとします。

　　⑨取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するための体制
　　　イ．常勤の監査等委員である取締役は取締役会のほか必要に応じて経営会議、毎朝行われる連絡

会等の社内諸会議に出席します。
　　　ロ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は会社に著しい損害を及ぼす恐れのあ

る事実を発見したときは、直ちに監査等委員会に報告すると共に、監査等委員会からその業
務の執行に関して報告、資料の提供等を求められた場合は、速やかに対応するものとします。

　　　ハ．監査等委員会は稟議書、その他業務執行に関する文書を閲覧し、取締役（監査等委員である
取締役を除く。）及び使用人に対してその説明を求めることができます。
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　　　ニ．監査等委員は定期的に監査等委員会において、会計監査人からの監査報告を受けるほか、取
締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人の執行に関して監査等委員会に報告す
べき事項等の監査状況について、情報・意見交換を行います。

　　⑩監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制

　　　　法令及び社内規程違反行為、財務報告の信頼性に重大な影響を与える行為、企業倫理違反行為、
その他会社の社会的信用を失墜及び低下させる行為につき、これを早期に把握し是正を図るため、
監査等委員会がこれを発見した者から報告を受けることができるよう、内部通報規程を整備して
います。なお、監査等委員会に報告をした者に対して、当該報告を行ったことを理由としたいか
なる不利益な処遇を行ないません。

　　⑪監査等委員の当該職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続き、その他費用または
債務の処理に係る方針に関する事項

　　　　当社は、監査等委員会がその職務の執行について当社に対し会社法第399条の2第4項に基づく 
費用の前払等の請求をしたときは、当社内規程とも照らし合わせ、当該請求に係る費用又は債 
務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、同規程に基づき、速 
やかに当該費用又は債務を処理するものとします。

　　⑫その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　　イ．監査等委員会は内部監査室、会計監査人と連携し情報を共有し、迅速に問題点を把握してい

く体制とします。
　　　ロ．監査等委員会にて承認された監査等委員監査計画に基づき、当社及び関係会社グループ全体

に対して監査が行われるにあたり、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人
は資料提出等これに協力します。

　　　ハ．監査等委員会は代表取締役と定期的に懇談し、当社及び関係会社グループにおける業務執行
の適正性確保、並びにコンプライアンス体制、その他問題点の確認のため、意見交換を行い
ます。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　　①取締役の職務執行
　　　　取締役は、執行役員制度導入による取締役機能の強化から、法令、定款、社内規程に則って職

務を遂行しております。当事業年度においては、取締役会を12回、連絡会を毎朝開催しており
ます。また、事業部門長は業務進捗状況を毎週取締役に報告しております。

　　②コンプライアンス
　　　　会計監査人、監査等委員、内部監査室等関係者により、コンプライアンスの観点から定期に打

ち合わせております。当事業年度においては四半期ごとのほか、必要に応じて随時開催しており
ます。また、未然に法令違反を防止するため内部通報制度を設けております。

　　③リスク管理
　　　　リスク管理規程等リスクに関する規程に基づき、的確な管理運営を行っております。
　　　　当事業年度においては、当社及び関係会社グループに係るリスクに対して、各社からの報告 

内容を取締役が確認するほか、重要な投資案件については、取締役会に諮り協議しております。

　　④監査等委員の職務執行
　　　　監査等委員会が定めた監査計画に基づき、監査等委員が取締役会等重要な会議に出席し、取締

役の職務執行状況を監視するほか、内部統制の整備運用状況に関して、監査等委員会にて各監査
等委員が情報交換を行い、会計監査人、内部監査室と定期に打ち合わせております。

　　　　当事業年度においては、監査等委員会を13回、会計監査人との定期打ち合わせを四半期ごとに、
内部監査室とは必要に応じて随時開催し、監査等委員による往査を実施しております。

３．会社の支配に関する基本方針
　　　　該当事項はありません。
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Ⅶ剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、収益力の向上に努め、事業の発展の基礎となる財務体質の強化、今後の投資のための内
部留保の充実を進めると共に、株主各位へは経営環境を配慮して按分した利益配分を行うこととし
ております。
　この方針に基づき決算状況を勘案した適切な株主還元の決定を行っていく考えであり、従来から
株式分割、増配、記念配当、自社株購入等を適宜実施して参りました。
　内部留保金につきましては、企業価値を更に高めるため、新製品の開発、製品改良、生産設備の
合理化等に投資して参ります。
　当期の期末配当金につきましては、上記方針を踏まえ普通配当を１株当たり40円、業績が堅調
に推移したことと配当性向などを総合的に勘案し、株主の皆様のご理解とご支援にお応えするべ 
く特別配当を１株当たり10円、合わせて１株当たり50円としております。

期末配当金に関するお知らせ

期末配当金 １株につき50円（うち特別配当10円）

期末配当金の基準日 平成29年12月31日

支払開始日 平成30年３月13日（火）

配当原資 利益剰余金

（注）本事業報告中に記載の金額、株数につきましては表示単位未満を切り捨て、比率その他につきましては表示単位未満を四捨五入しております。
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連結貸借対照表（平成29年12月31日現在）

科目 金額
資産の部

流動資産 45,300
　　現金及び預金 35,041
　　受取手形及び売掛金 4,184
　　たな卸資産 5,389
　　繰延税金資産 233
　　その他 458
　　貸倒引当金 △7
固定資産 11,952
　有形固定資産 9,706
　　建物及び構築物 4,959
　　機械装置及び運搬具 1,392
　　土地 3,160
　　建設仮勘定 1
　　その他 192
　無形固定資産 483
　　土地使用権 445
　　その他 37
　投資その他の資産 1,762
　　投資有価証券 1,719
　　その他 132
　　貸倒引当金 △89
資産合計 57,253

科目 金額
負債の部

流動負債 3,964
　　支払手形及び買掛金 2,651
　　設備関係支払手形 69
　　未払金 402
　　未払法人税等 526
　　賞与引当金 21
　　役員賞与引当金 30
　　その他 263
固定負債 496
　　繰延税金負債 269
　　退職給付に係る負債 191
　　その他 35
負債合計 4,461

純資産の部
株主資本 48,102
　　資本金 10,994
　　資本剰余金 13,319
　　利益剰余金 23,808
　　自己株式 △20
その他の包括利益累計額 2,662
　　その他有価証券評価差額金 527
　　為替換算調整勘定 1,983
　　退職給付に係る調整累計額 152
非支配株主持分 2,027
純資産合計 52,792
負債・純資産合計 57,253

（単位：百万円）
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連結損益計算書（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）

科目 金額
売上高 19,765
売上原価 14,265
　　売上総利益 5,499
販売費及び一般管理費 2,198
　　営業利益 3,301
営業外収益
　　受取利息及び配当金 358
　　受取地代家賃 101
　　その他 33 493
営業外費用
　　為替差損 308
　　貸倒引当金繰入額 0
　　賃貸収入原価 42
　　売上債権売却損 10
　　その他 1 364
　　経常利益 3,430
特別利益
　　固定資産売却益 0
　　投資有価証券売却益 21
　　新株予約権戻入益 4 25
特別損失
　　固定資産売却損 26
　　固定資産除却損 45
　　減損損失 31
　　事業構造改善費用 46 149
　　税金等調整前当期純利益 3,307
　　法人税、住民税及び事業税 794
　　法人税等調整額 △15 779
　　当期純利益 2,528
　　非支配株主に帰属する当期純利益 126
　　親会社株主に帰属する当期純利益 2,401

（単位：百万円）
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連結株主資本等変動計算書（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,241 12,581 22,669 △1,388 44,104
連結会計年度中の変動額
　新株の発行（新株予約権の行使） 752 752 1,505
　剰余金の配当 △1,271 △1,271
　親会社株主に帰属する当期純利益 2,401 2,401
　自己株式の取得 △285 △285
　自己株式の処分 △14 1,653 1,639
　その他 8 8
　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額（純額）
連結会計年度中の変動額合計 752 738 1,138 1,367 3,997
当期末残高 10,994 13,319 23,808 △20 48,102

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配

株主持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 413 1,616 142 2,172 10 1,957 48,245
連結会計年度中の変動額
　新株の発行（新株予約権の行使） 1,505
　剰余金の配当 △1,271
　親会社株主に帰属する当期純利益 2,401
　自己株式の取得 △285
　自己株式の処分 1,639
　その他 8
　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額（純額） 113 366 9 490 △10 69 549

連結会計年度中の変動額合計 113 366 9 490 △10 69 4,546
当期末残高 527 1,983 152 2,662 - 2,027 52,792
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計算書類

貸借対照表（平成29年12月31日現在）

科目 金額
資産の部

流動資産 26,977
　　現金及び預金 19,629
　　受取手形 285
　　売掛金 2,615
　　電子記録債権 1,053
　　たな卸資産 2,588
　　繰延税金資産 172
　　関係会社短期貸付金 200
　　未収入金 408
　　その他 49
　　貸倒引当金 △26
固定資産 19,435
　有形固定資産 6,783
　　建物 3,285
　　構築物 12
　　機械及び装置 279
　　車両運搬具 10
　　工具、器具及び備品 33
　　土地 3,160
　　建設仮勘定 1
無形固定資産 34
　　ソフトウエア 32
　　電話加入権 1
　　その他 0
投資その他の資産 12,616
　　投資有価証券 1,719
　　関係会社株式 344
　　関係会社出資金 9,532
　　関係会社長期貸付金 1,000
　　その他 110
　　貸倒引当金 △90
資産合計 46,412

科目 金額
負債の部

流動負債 3,540
　　支払手形 1,196
　　設備関係支払手形 69
　　買掛金 1,288
　　未払金 247
　　未払費用 97
　　未払法人税等 502
　　前受金 32
　　預り金 49
　　賞与引当金 21
　　役員賞与引当金 30
　　その他 6
固定負債 461
　　繰延税金負債 285
　　退職給付引当金 140
　　その他 35
負債合計 4,002

純資産の部
株主資本 41,883
　資本金 10,994
　資本剰余金 13,319
　　資本準備金 12,606
　　その他資本剰余金 713
　　　自己株式処分差益 713
　利益剰余金 17,589
　　利益準備金 224
　　その他利益剰余金 17,365
　　　固定資産圧縮積立金 337
　　　別途積立金 12,322
　　　繰越利益剰余金 4,705
　自己株式 △20
評価・換算差額等 527
　その他有価証券評価差額金 527
純資産合計 42,410
負債・純資産合計 46,412

（単位：百万円）
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損益計算書（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）

科目 金額
売上高 17,220
売上原価 13,894
　　売上総利益 3,325
販売費及び一般管理費 1,166
　　営業利益 2,159
営業外収益
　　受取利息及び配当金 255
　　受取地代家賃 80
　　雑収入 21 356
営業外費用
　　為替差損 181
　　貸倒引当金繰入額 0
　　賃貸収入原価 42
　　売上債権売却損 10 234
　　経常利益 2,281
特別利益
　　固定資産売却益 8
　　投資有価証券売却益 21
　　新株予約権戻入益 4 33
特別損失
　　固定資産除却損 21
　　減損損失 31 52
　　税引前当期純利益 2,262
　　法人税、住民税及び事業税 654
　　法人税等調整額 △25 629
　　当期純利益 1,633

（単位：百万円）
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株主資本等変動計算書（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮

積立金
別途

積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 10,241 11,854 727 12,581 224 351 12,322 4,330 17,228
事業年度中の変動額
　新株の発行（新株予約権の行使） 752 752 752
　剰余金の配当 △1,271 △1,271
　当期純利益 1,633 1,633
　固定資産圧縮積立金の取崩 △13 13 -
　自己株式の取得
　自己株式の処分 △14 △14
　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額（純額）
事業年度中の変動額合計 752 752 △14 738 - △13 - 375 361
当期末残高 10,994 12,606 713 13,319 224 337 12,322 4,705 17,589

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本合計
その他

有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △1,388 38,663 413 413 10 39,087
事業年度中の変動額
　新株の発行（新株予約権の行使） 1,505 1,505
　剰余金の配当 △1,271 △1,271
　当期純利益 1,633 1,633
　固定資産圧縮積立金の取崩 - -
　自己株式の取得 △285 △285 △285
　自己株式の処分 1,653 1,639 1,639
　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額（純額） 113 113 △10 103

事業年度中の変動額合計 1,367 3,220 113 113 △10 3,323
当期末残高 △20 41,883 527 527 - 42,410
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監査報告書

連結計算書類に係る会計監査人監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年２月16日

日本セラミック株式会社
取 締 役 会 御 中

優成監査法人
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　須 永 真 樹　㊞
指 定 社 員

　業務執行社員　公認会計士　陶 江 　 徹　㊞
指 定 社 員

　業務執行社員　公認会計士　柴 田 直 子　㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本セラミック株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日まで
の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結
計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施するこ
とを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判
断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。 監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本セラミック
株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

計
算
書
類
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計算書類に係る会計監査人監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年２月16日

日本セラミック株式会社
取 締 役 会 御 中

優成監査法人
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　須 永 真 樹　㊞
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　陶 江 　 徹　㊞
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　柴 田 直 子　㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本セラミック株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31
日までの第43期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、
当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適
用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告書　謄本

監査報告書

　当監査等委員会は、平成29年1月1日から平成29年12月31日までの第43期事業年度における取締役の職務の執行について監査いた
しました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）について各取締役及びその使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

　　　①　�監査等委員会が定めた監査方針、各監査等委員の職務分担等に従い、会社の内部監査部門等と連携の上、重要な会議に出
席し、各取締役及びその使用人から職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等
を閲覧し、本社及び主要な事業所において、業務及び財産の状況を調査しました。また、関係会社については、関係会社
の責任者及び各担当者と意思の疎通及び情報の交換を図り、定期的に関係会社から事業報告を受けました。

　　　②　�会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務執行について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務遂行が適正に行われる事
を確保するための体制」（会計計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日
企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表）について検討いたしました。

2．監査結果
 (1)事業報告等の監査結果
　　　①　取締役の職務執行に関する不正行為又は法令及び定款に違反する重大な事実は認められません。
　　　②　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
　　　③　�内部統制システムに関する取締役会の決議内容は相当であると認めます。また、内部統制システムに関する事業報告の記

載内容及び取締役の職務執行についても、指摘すべき事項は認められません。
 (2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人優成監査法人の監査方法及び結果は相当であると認めます。

 (3)連結計算書類の監査結果
　 会計監査人優成監査法人の監査方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年２月20日
日本セラミック株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員　　市川和人　　㊞
監査等委員　　　　田村康明　　㊞
監査等委員　　　　瀬古智昭　　㊞
監査等委員　　　　池原浩一　　㊞

（注）監査等委員　田村康明、瀬古智昭及び池原浩一は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

監
査
報
告
書以　上
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株主メモ

事業年度 毎年１月１日から12月31日まで

定時株主総会 毎年３月

基準日
定時株主総会･期末配当　　毎年12月31日
中間配当　　　　　　　　 毎年６月30日（注）

その他必要がある場合、あらかじめ公告する一定の日
（注）剰余金の配当につきましては、当社は従来から年１回期末配当のみを実施しております。

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事務取扱場所

大阪市中央区北浜四丁目５番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

郵便物送付先 〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

電話照会先 0120-782-031（フリーダイヤル）

インターネット
ホームページURL http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

上場金融商品取引所 東京証券取引所　市場第１部

単元株式数 100株

公告方法
電子公告により行う
公告掲載URL　http://www.nicera.co.jp/

（ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じたときは、
日本経済新聞に掲載致します。）
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●株式事務に関するお問い合わせ先
　株主様の各種お手続（住所変更、単元未満株式の買取・買増等）の窓口については、ご所有の株
式が記録されている口座によって異なります。

●期末配当金の支払について
　第43期期末配当金は、平成30年２月９日開催の取締役会において、剰余金の配当について決議
し、期末配当金に関しましては、１株につき50円（うち特別配当10円）、支払開始日を平成30年３
月13日としてお支払いすることを決議しております。
　期末配当金は、｢第43期期末配当金領収書｣ により、払渡し期間（平成30年３月13日から平成
30年４月16日まで）内に、最寄りのゆうちょ銀行全国本支店及び出張所並びに郵便局（銀行代理
業者）にてお受け取り願います。
　また、配当金の口座振込をご指定の方には ｢配当金計算書｣ 及び ｢お振込先について｣ を、株式
数比例配分方式をご指定の方には ｢配当金計算書｣ 及び ｢配当金のお受け取り方法について｣ をご
確認下さい。

●未払配当金の支払について
　　　株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

●決議通知について
　定時株主総会の決議の結果につきましては、当社ウェブサイト（http://nicera.co.jp/ir/ir-04.
html）に掲載いたします。なお、当該開示をもって決議通知に代えさせていただきますので、ご了
承くださいますようお願い申し上げます。

証券会社に口座を
開設されている株主様

お取引口座のある証券会社にお申し出ください。

｢特別口座*｣ に
記録されている株主様

当社の特別口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお
申し出ください。

* ｢特別口座｣ とは、株券電子化移行時に証券保管振替機構（ほふり）に株券を預けていない株主様の権利を確保するため、
当社が開設している口座です。
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株主総会会場ご案内図
日時｜平成30年３月29日（木）　午前10時（受付開始　午前９時）
会場｜鳥取県鳥取市尚徳町101番地５

　　とりぎん文化会館（鳥取県民文化会館）第２会議室

●徒歩
ＪＲ鳥取駅から若桜街道を県庁方向へ　約20分

●バス
　 路線バス
　　　鳥取バスターミナル（ＪＲ鳥取駅横）から
　　　湖山・鳥大線・賀露線など
　　　「県庁日赤前」下車すぐ
　 100円循環バス「くる梨」利用
　　　鳥取バスターミナル（JR鳥取駅横）から
　　　20分おきに運行
　　　赤コース、青コース、緑コースいずれも
　　　「とりぎん文化会館」下車すぐ

●鳥取砂丘コナン空港（鳥取空港）から
　タクシー　約15分
　空港連絡バスで「県庁日赤前」下車すぐ

駐車場は台数に限りがございますので、あらかじめ
ご了承くださいますようお願い申し上げます
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